
}自動車による輸送を伴う場合には、次の事項に配慮されていること。
ア．エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号）に
基づく「貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する貨物輸
送事業者の判断の基準（経済産業省・国土交通省告示第７号（平成18
年３月31日）」を踏まえ、輸送におけるエネルギーの使用の合理化の適
切かつ有効な実施が図られていること。
イ．低燃費・低公害車の導入を推進するとともに、可能な限り低燃費・
低公害車による輸送が実施されていること。
ウ．輸送効率の向上のための措置が講じられていること。
エ．エコドライブを推進するための装置が可能な限り導入されているこ
と。
オ．道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）対応カーナビゲーションシ
ステムや自動料金収受システム（ＥＴＣ）等、高度道路交通システム
（ＩＴＳ）の導入に努めていること。
カ．自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域におけ
る総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）の対策地
域において輸送する場合にあっては、可能な限り排出基準を満たした
自動車による輸送が行われていること。

別 表

車両のエネルギー効率の維持等環境の保全に係る点検・整備項目

【点検・整備の推進体制】

î 点検・整備は、明示された実施計画に基づき、その結果を把握し、記録として残し
ていること。

î 点検・整備結果に基づき、点検・整備体制や取組内容について見直しを行う仕組み
を有すること。

【車両の適切な点検・整備】

■ 点検・整備を整備事業者に依頼するに当たっては、車両の状態を日常から把握し、
その状況について伝えていること。

■ 目視により黒煙が増加してきたと判断された場合には、点検・整備を実施している
こと。

■ フロン類の大気中への放出を抑制するため、カーエアコンの効き具合等により、エ
アコンガスが減っている（漏れている）と判断された場合には、カーエアコンの点
検・整備を実施していること。
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備考）１ 本項の判断の基準の対象とする「引越輸送」とは、庁舎移転等（庁舎・ビル間移転、庁
舎・ビル内移動、フロア内移動を含む。）に伴う什器、物品、書類等の引越輸送業務及びこ
れに附帯する梱包・開梱、配置、養生等の役務をいう。ただし、美術品、精密機器、動植
物等の特殊な梱包及び運送、管理等が必要となる品目は除く。
２ 判断の基準}は、段ボール等紙製の梱包用資材が業務提供者によって提供される場合に
適用し、発注者の求めに応じて回収を実施する。ただし、あらかじめ回収期限及び回数を
定めるものとする。
３ 判断の基準~及び配慮事項}は、引越輸送の元請か下請かを問わず、自動車による輸送
を行う者に適用する。
４ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ10のすすめ」（平成
24年10月）に基づく運転をいう。
（参考）{ふんわりアクセル『ｅスタート』|車間距離にゆとりをもって、加速・減速の
少ない運転}減速時は早めにアクセルを離そう~エアコンの使用は適切に�ムダなアイド
リングはやめよう�渋滞を避け、余裕をもって出発しよう‚タイヤの空気圧から始める点
検・整備ƒ不要な荷物はおろそう„走行の妨げとなる駐車はやめよう…自分の燃費を把握
しよう
５ 判断の基準~イの「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件をすべて満た
すことをいう。
ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。
イ．エコドライブに係る管理責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を
含む）及びエコドライブの推進体制を整備していること。
ウ．エコドライブに係る教育・研修等を実施していること。
エ．運行記録を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管理を
行っていること。

６ 判断の基準~ウの「車両の点検・整備」とは、日常点検、定期点検の実施等道路運送車
両法等において規定されている事項を遵守するほか、車両のエネルギー効率を維持する等
環境の保全を目的に、別表に示した点検・整備項目に係る自主的な管理基準を定め、実施
していることをいう。
７ 配慮事項{の「引越輸送の方法の適切な提案」は、発注者に対し、具体的な提案が可能
となる契約方式の場合に適用する。

８ 配慮事項}イの低燃費・低公害車とは、本基本方針に示した「11`１ 自動車」を対象
とする。
９ 配慮事項}ウの「輸送効率の向上のための措置」とは、次の事項に配慮することをいう。
ア．エネルギーの使用に関して効率的な輸送経路を事前に選択し、運転者に周知している
こと。
イ．渋滞情報等を把握することにより、適切な輸送経路を選択できる仕組みを有している
こと。
ウ．輸送量、地域の特性に応じた適正車種の選択をしていること。

10 調達を行う各機関は、次の事項に十分留意すること。
ア．引越に伴い発生する廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を第三者に依頼する場合に
は、一般廃棄物については市町村又は一般廃棄物処理業者（廃棄物処理法施行規則第２
条第１項及び第２条の３第１項に該当するものを含む）に、産業廃棄物については産業
廃棄物処理業者（同法施行規則第９条第１項及び第10条の３第１項に該当するものを含
む）にそれぞれ収集若しくは運搬又は処分を委託する必要がある。なお、一般廃棄物の
収集又は運搬については委任状を交付した上で引越事業者に依頼することも可能であ
る。
イ．引越輸送業務と併せて廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を委託する場合には、委託
基準に従う必要があり、産業廃棄物については、収集又は運搬を委託する産業廃棄物収
集運搬業者及び処分を委託する産業廃棄物処分業者とあらかじめ契約し、運搬先である
産業廃棄物処理施設の所在地及び処分方法を確認するとともに、最終処分される場合に
は最終処分場の所在地の確認が必要である。また一般廃棄物についても、産業廃棄物に
準じた確認を行うことが望ましい。
ウ．廃棄物の引渡しにおいて、産業廃棄物については、引渡しと同時に産業廃棄物管理票
（マニフェスト）を交付し、運搬及び処分の終了後に処理業者からその旨を記載した産
業廃棄物管理票（マニフェスト）の写しの送付を受け、委託内容どおりに運搬、処分さ
れたことを確認する必要がある。また一般廃棄物についても、産業廃棄物に準じた確認
を行うことが望ましい。
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